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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

  

 （注）１ 当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。 

２ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

  

回次 
第14期 

第２四半期 
連結累計期間 

第14期 
第２四半期 
連結会計期間 

第13期 

会計期間 

自 平成20年 
４月１日 

至 平成20年 
９月30日 

自 平成20年 
７月１日 

至 平成20年 
９月30日 

自 平成19年 
４月１日 

至 平成20年 
３月31日 

売上高（千円）  917,508  549,470  1,700,835

経常利益（千円）  310,723  237,287  623,171

四半期（当期）純利益（千円）  170,634  133,846  349,754

純資産額（千円）  －  2,155,127  1,977,268

総資産額（千円）  －  2,506,386  2,379,356

１株当たり純資産額（円）  －  15,515.94  14,280.33

１株当たり四半期（当期）純利益金

額（円） 
 1,231.83  966.20  2,533.02

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円） 
       1,211.61  951.01  2,486.65

自己資本比率（％）  －  85.8  83.1

営業活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
 266,098  －  828,282

投資活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
 △212,074  －  △393,662

財務活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
 △23,894  －  △69,471

現金及び現金同等物の四半期末（期

末）残高（千円） 
 －  844,987  814,857

従業員数（人）  －  85  79
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２【事業の内容】 

  当第２四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容に変更はありま

せん。また、主要な関係会社についても異動はありません。 

  

  

３【関係会社の状況】 

 当第２四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

  

４【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 （注）  上記従業員数欄の（ ）書きは臨時雇用者（派遣スタッフ等）の当第２四半期連結会計期間平均雇用人数であ

り外書きであります。 

  

(2）提出会社の状況 

 （注） 上記従業員数欄の（ ）書きは臨時雇用者（派遣スタッフ等）の当第２四半期会計期間平均雇用人数であり外

書きであります。 

  

  平成20年９月30日現在

従業員数（人） 85  (23)

  平成20年９月30日現在

従業員数（人） 83  (23)
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第２【事業の状況】 

１【生産、受注及び販売の状況】 

 当第２四半期連結会計期間においては、セキュリティ事業のみ行っているため市場別に区分して表示しておりま

す。 

 （1）生産実績 

 （注）１ 金額は販売価格によっております。 

２ 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

（2）受注実績 

 当社グループは受注生産を行っておりませんので、該当事項はありません。 

  

（3）販売実績   

（注）１ 輸出販売高はありません。 

       ２ 主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は次のとおりであります。 

     ３ 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

  

市場区分 生産高（千円） 

企業向け市場  255,331

公共向け市場  255,361

家庭向け市場  58,573

合 計  569,267

市場区分 販売高（千円） 

企業向け市場  232,840

公共向け市場  255,791

家庭向け市場  60,838

合 計  549,470

相手先 

当第２四半期連結会計期間 

（自 平成20年７月１日  

 至 平成20年９月30日） 

販売高（千円） 割合（％） 

ソフトバンクＢＢ株式会社  85,199  15.5

ダイワボウ情報システム株式会社  70,406  12.8

株式会社内田洋行   70,315  12.8

２【経営上の重要な契約等】 

 当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 
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３【財政状態及び経営成績の分析】 

（1）経営成績の分析 

 当第２四半期連結会計期間（平成20年７月１日～平成20年９月30日）における我が国経済は、金融不安による株式

市場の低迷、サブプライムローン問題に始まる輸出の減速、原油をはじめとする一次産品価格の高騰と物価上昇など

により、国内景気の先行きに関する不透明感が増して行く状況のなか、企業におけるソフトウェア設備投資は、平成

20年９月の内閣府月例経済報告にも緩やかに増加する状況とあるように、当第２四半期連結会計期間におきまして、

引き続き安定的に推移しております。 

 このようなマクロ経済状況の下、会社法や金融商品取引法（「日本版SOX法」）による企業の「内部統制」の法制

度化に伴い、企業部門では、大企業・上場企業を中心に平成20年４月より開始した「内部統制」実施へ向けた本格的

な取り組みが継続しました。なかでも、営業・総務部門などの伝統的な業務分野のみならず、コンピュータシステ

ム、クライアントPCやインターネットなどを管理するIT・情報システム関連部門においても「IT内部統制」への対応

が求められました。こうした潮流に対応すべく、各販売会社やシステム構築企業より多くの関連ソリューションが提

供されるようになった結果、企業内のIT関連部門並びに内部統制や内部監査主管部門でも、Webフィルタリングソフ

ト並びにメールフィルタリングソフト導入への関心がこれまでになく高まっております。 

 また、我が国は情報通信技術政策大綱のもと、情報通信技術基盤の整備・利用促進を進めてまいりました。その結

果、インターネットは国民の社会・文化・経済活動の社会的インフラとして利用され、今や国民生活に不可欠な存在

となっています。その反面、急速なインターネットの普及は、違法・有害情報といった負の側面も拡大させているの

が現状です。不適切な掲示板への書き込みやそれらに端を発する未成年者を巻き込んだ様々な犯罪の発生といった問

題にとどまらず、自殺誘引サイトや犯罪を助長するサイトなどの存在、違法・有害情報に関する多くの社会的な問題

が指摘されています。こうしたなか、未成年者に安全にインターネットを利用してもらうための教育やインターネッ

トを安心して使うためのフィルタリングを含めた対応策が、官民を挙げて活発に議論・実施されております。なかで

も、平成20年６月にはフィルタリングを違法・有害情報の対応策として位置付けた、いわゆる「青少年有害サイト規

制法」が成立するなど、フィルタリングへの関心はこれまでになく高まっております。 

 これらの状況を踏まえ、当社グループは、企業向けソリューションとして従業員によるインターネットからの不用

意な重要情報の漏洩を防止し、かつインターネットの利用状況などをログ管理することで「内部統制／IT統制」にも

対応するWebフィルタリングソフト「i-FILTER」と添付ファイルを含む全文保存機能と改ざん検知機能を有したメー

ルフィルタリングソフト「m-FILTER」に加え、家庭向けソリューションとして青少年を違法・有害情報より保護する

Webフィルタリングソフト「i-フィルター」の販売に注力いたしました。 

 これらの取り組みの結果、当第２四半期連結会計期間において当社グループの業績は堅調に推移いたしました。 

 当第２四半期連結会計期間において、企業向け市場では、内部統制の整備や情報漏洩対策への企業部門の取り組み

強化を背景とした市場拡大に加え、パートナー制度の強化などによりその売上高も順調に推移しております。また、

公共向け市場では、これまで中心となってきた教育機関向け販売のほか、官公庁や政府関係機関などの公共施設への

導入も実現しております。さらに家庭向け市場では、法律の成立により官民挙げての違法・有害情報対策が加速さ

れ、Webフィルタリングソフトの利用者は順調に拡大いたしました。 

 これらの結果、当社グループ全体の売上高は549,470千円となりました。 

 売上原価は104,989千円、販売費及び一般管理費は208,651千円となりました。当第２四半期連結会計期間の経常利

益は237,287千円、四半期純利益は133,846千円となりました。 

  

企業向け市場 

 平成20年４月以降の開始事業年度より対応が必須となった金融商品取引法（「日本版SOX法」）の適用開始に伴

い、企業における「内部統制」や「情報漏洩」対策への関心はこれまで以上に高まっております。 

 こうした企業の「内部統制」や「情報漏洩」対策に関するニーズに一層対応すべく、企業向けWebフィルタリング

ソフト「i-FILTER」Ver.7の提供を平成20年９月より開始いたしました。「i-FILTER」Ver.7は、より高いフィルタリ

ング精度を目指してフィルタリングカテゴリを国産ソフト最多の94種類に増やすとともに、内部統制において今後さ

らに重視されるであろう「社内導入システムの運用監査」を見据えて、設定変更履歴を詳細に記録するなど、より充

実した運用管理機能を追加したのが特長です。その機能の高さと使い勝手の良さが従前にも増して評価されておりま

す。 

 また、営業面では、弊社製品をより手軽にご導入いただくために、平成20年７月より、Webフィルタリングソフト

「i-FILTER」と電子メールフィルタリングソフト「m-FILTER」をゲートウェイセキュリティ対策のトータルパッケー

ジ「DigitalArts Filtering Suite」として、提供を開始いたしました。このスイート製品は、とくに中小規模の企

業を中心にご好評をいただいております。 

 さらに、当社製品についてより幅広い層の皆様にご理解いただくためのマーケティング活動の一環として、平成20

年８月には、日経BP社主催の展示会「Security Solution 2008」に出展し、多くの皆様にWebフィルタリング及びメ

ールフィルタリングの重要性やその効果的な導入方法をご理解いただく催しを開催いたしました。また、この展示会
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への出展に先立ち、平成20年６月に発売を開始した「m-FILTER」Ver.2の製品説明会についても東京、大阪、名古屋

の三都市で実施し「デジタルアーツ ビジネスパートナー プログラム」にご参加いただける販売会社数の拡大に大

きく貢献いたしました。 

 これらの取り組みの結果、当第２四半期連結会計期間における企業向け市場の売上高は、232,840千円となりまし

た。 

  

公共向け市場 

 当第２四半期連結会計期間においては、ここ数年における平成の大合併も一段落し、市町村統合による導入件数の

減少や単価下落に歯止めがかかりました。このような状況のなかで、政府の提唱する「IT新改革戦略」に基づきIT化

を進め、また「情報漏洩対策」を積極的に進める地方自治体や官公庁に向けて、当社グループはこれまでの教育機関

を中心とした販売は継続しつつも、純国産製品として安心感を持っていただけるであろう地方自治体や官公庁を広く

導入対象施設として、当社のWebフィルタリングソフト「i-FILTER」を中心に、これまで同様積極的な販売活動を行

っております。 

 当社グループは、営業面では地域や施設ごとの財政状態やニーズを把握することに努め、確実な導入を進めるため

の地域エリア営業体制を推進するとともに、財政状態などの諸条件ごとに販売先やユーザー対応を子会社である株式

会社アイキュエスと分担するなど、効果的な営業活動を進めた結果、当第２四半期連結会計期間においても教育機

関、官公庁及び政府関係機関などの多くの公共施設に採用されました。 

 これらの取り組みの結果、当第２四半期連結会計期間における公共向け市場の売上高は、255,791千円となりまし

た。 

  

家庭向け市場 

 政府によるユビキタスネット社会の実現に向けた情報通信技術基盤の整備・利用促進により急速な普及を遂げてい

るインターネットは、パソコンのみならず、今やゲーム機や携帯電話からでも利用が可能であり、生活に不可欠な存

在になっています。その反面、平成20年９月の警察庁 “平成20年上半期「インターネット・ホットラインセンタ

ー」の運用状況”によると、インターネット上の違法・有害情報の通報件数は前年同期に比べ約２倍（月平均11,139

件）に増えているとあり、また不適切な掲示板への書き込みやそれに端を発する様々な未成年者に関する犯罪などの

発生も増しており、大きな問題が引き続き生じております。 

 これまで当社グループは、未成年者がパソコンで安全かつ安心してインターネットを利用できることを目指し、家

庭向けWebフィルタリングソフト「i-フィルター 5.0」を、大手家電量販店などにおける店頭販売やオンライン販売

により提供してまいりました。また、家庭向けパソコンへの標準搭載やインターネットサービスプロバイダによるサ

ービスの一部としても提供を進めるとともに、行政による広報活動に協力しながら、家庭における安全なインターネ

ット利用の重要性を訴求し、その対策の一環として当社製品を提案してまいりました。 

 当第２四半期連結会計期間では、平成20年６月に成立したいわゆる「青少年有害サイト規制法」に謳われた、「パ

ソコン等のインターネット接続可能機器の製造事業者やインターネットサービスプロバイダに対するフィルタリング

ソフトの搭載やサービス提供といった事業者の義務項目に該当する事業者」に対して積極的な営業活動を行った結

果、平成20年９月にはオンキヨーのパソコンブランド「SOTEC」の新製品に「i-フィルター 5.0」の標準搭載を実現

いたしました。また、インターネットサービスプロバイダに対しても、フィルタリングサービス導入を推進した結

果、計８つのインターネットサービスプロバイダで新規採用いただきました。 

 これらの取り組みの結果、当第２四半期連結会計期間における家庭向け市場での売上高は60,838千円となりまし

た。 

    

（2）財政状態の分析 

（資産） 

 当第２四半期連結会計期間末の資産合計は2,506,386千円であり、前連結会計年度末に比べ127,030千円増加いたし

ました。これは主としてソフトウエアの完成など固定資産の増加92,501千円によるものであります。 

（負債） 

 当第２四半期連結会計期間末の負債合計は351,258千円であり、前連結会計年度末に比べ50,828千円減少しており

ます。これは主として未払法人税等の減少73,559千円によるものであります。 

（純資産）  

 当第２四半期連結会計期間末の純資産合計は、2,155,127千円であり、前連結会計年度末から177,859千円増加して

おります。これは主として四半期純利益170,634千円によるものであります。 
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（3）キャッシュ・フローの状況 

 当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物は、844,987千円となりました。当第２四半期連結会計

期間におけるキャッシュ・フローの状況と主な要因は以下の通りであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

  営業活動の結果、税金等調整前四半期純利益236,905千円及び減価償却費51,182千円、売上債権の減少57,721千

円等により全体で236,547千円の収入となっております。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動の結果、有形固定資産の取得による支出11,468円、無形固定資産の取得による支出51,599千円等によ

り、63,067千円の支出となっております。 

  

  

（4）事業上及び財務上の対処すべき課題 

 当第２四半期連結会計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに

生じた課題はありません。 

  

（5）研究開発活動 

 当第２半期連結会計期間の研究開発費の総額は1,487千円であります。 

 なお、当第２四半期連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。 
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第３【設備の状況】 
(1）主要な設備の状況 

 当第２四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。  

  

(2）設備の新設、除却等の計画 

①重要な設備の新設等 

 特記すべき事項はありません。 

  

②重要な設備の除却等 

 特記すべき事項はありません。 
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第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

（１）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

  

②【発行済株式】 

 （注） 提出日現在の発行数には、平成20年11月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行 

         された株式数は含まれておりません。 

  

  

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式  450,360

計  450,360

種類 
第２四半期会計期間末
現在発行数（株） 
（平成20年９月30日） 

提出日現在 
 発行数（株） 

（平成20年11月13日） 

上場金融商品取引所名又は登録
認可金融商品取引業協会名 

内容 

普通株式  138,528  138,582

大阪証券取引所 

（ニッポン・ニュー・ 

 マーケット－「ヘラクレス」） 

－ 

計  138,528  138,582 － － 

（２）【新株予約権等の状況】 

① 旧商法第280条ノ19の規定に基づき発行した新株引受権（ストックオプション）は次のとおりであります。 

   ⅰ）平成13年１月25日臨時株主総会決議 

 （注） １ 権利付与日以降、株式の分割または併合が行われる場合、未行使の新株引受権の目的たる株式の数は、次

の算式により調整されるものとする。 

         調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率 

      ２ 権利付与日以降、株式の分割または併合が行われる場合、次の算式により発行価額を調整し、調整により

生じる１円未満の端数は切り上げる。  

  
第２四半期会計期間末現在 
（平成20年９月30日） 

新株予約権の数 － 

新株予約権のうち自己新株予約権の数 － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数 株 1,128

新株予約権の行使時の払込金額 １株につき 円 22,223

新株予約権の行使期間 
自 平成15年１月26日 

至 平成23年１月25日 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額 

発行価格  円 

資本組入額  円 

22,223

11,112

新株予約権の行使の条件 （注）３，４ 

新株予約権の譲渡に関する事項 権利の譲渡、質入れ、その他の一切の処分は認めない。 

代用払込みに関する事項 －  

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － 

  

      調整後発行価額 ＝ 調整前発行価額 × 

  

 1 

分割・併合の比率 
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     ３ 新株引受権の喪失 

      被付与者が次の各号に該当した場合には、会社に対する本新株引受権を喪失するものとする。 

          (1) 被付与者が提出会社または提出会社の関係会社の役員(取締役及び監査役をいうものとし、以下同様と 

する。)または従業員のいずれの地位をも有さなくなった場合。 

          (2) 被付与者が破産宣告を受けた場合。 

          ４ 新株引受権の相続 

            被付与者が死亡した場合には、被付与者の法定相続人の中から予め１名を本新株引受権を相続すべき者と

して指定し、本新株引受権を承継することができる。 

  

② 旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は次のとおりであります。 

   ⅰ）平成14年６月18日定時株主総会決議 

（注）  １ 新株予約権１個につき目的となる株式数は、18株であります。  

         ２ 新株予約権を発行する日(以下、「発行日」という。)以降、当社が当社普通株式の分割又は併合を行う場

合には、付与株式数を次の算式により調整し(１株未満の端数は切捨て)、新株予約権の目的たる株式の総

数は、調整後付与株式数に当該時点で行使又は消却されていない新株予約権の総数を乗じた数とする。 

               調整後付与株式数＝調整前付与株式数×分割・併合の比率 

              また、発行日以降、当社が資本の減少、合併又は会社分割を行う場合等、付与株式数の調整を必要とする

やむを得ない事由が生じたときは、資本の減少、合併又は会社分割の条件等を勘案の上、合理的な範囲で付

与株式数を調整し、新株予約権の目的たる株式の総数は、調整後付与株式数に当該時点で行使又は消却され

ていない新株予約権の総数を乗じた数とする。 

          ３ 発行日以降、以下の事由が生じた場合は、払込価額をそれぞれ調整する。 

            (1) 当社が当社普通株式の分割又は併合を行う場合には、次の算式により払込価額を調整し、調整の結果

生じる１円未満の端数は、これを切り上げる。  

            (2) 当社が時価(ただし、当社の株式の公開前においては、その時点における調整前払込価額を時価とみ

なす。)を下回る価額で当社普通株式につき、新株式を発行又は自己株式を処分する場合(新株予約権

の行使並びに平成14年４月１日改正前旧商法第280条ノ19の規定に基づく新株引受権の行使の場合を

除く。)は、次の算式により払込価額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は、これを切り上

げる。 

  
第２四半期会計期間末現在 
（平成20年９月30日） 

新株予約権の数 個 93

新株予約権のうち自己新株予約権の数 － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数   株（注）１ 1,674

新株予約権の行使時の払込金額 １株につき 円 22,223

新株予約権の行使期間 
自 平成16年６月19日 

至 平成24年６月18日 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額 

発行価格  円 

資本組入額  円 

22,223

11,112

新株予約権の行使の条件 （注）４，５ 

新株予約権の譲渡に関する事項 
本新株予約権の譲渡については当社取締役会の承認を要

する。 

代用払込みに関する事項 －  

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －  

  

    調整後払込価額 ＝ 調整前払込価額 × 

  

 1 

分割・併合の比率 
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     ４ 新株予約権の喪失 

        被付与者が次の各号に該当した場合には、会社に対する本新株予約権を喪失するものとする。 

        (1) 被付与者が提出会社、提出会社の子会社もしくは提出会社の関連会社(「財務諸表等の用語、様式及

び作成方法に関する規則」に定める子会社及び関連会社とする。併せて以下「関係会社」という。）

の役員(監査役を含む。以下同じ。)または従業員のいずれの地位をも喪失した場合。 

       (2) 被付与者が破産宣告を受けた場合。 

      ５ 新株予約権の相続 

     被付与者は、自らの法定相続人の中から予め１名を本新株予約権を相続すべき者として指定し、本新株

予約権を承継させることができる。 

  

   ⅱ）平成17年６月20日定時株主総会決議 

 （注） １ 新株予約権１個につき目的となる株式数は、３株であります。 

 ２ 新株予約権の行使の条件 

(1) 新株予約権者は、権利行使時において、当社又は当社の関係会社の役員（監査役を含む）又は使用人

のいずれかの地位にあることを要する。 

(2) 新株予約権者は、権利行使時において、当該権利行使にかかる新株予約権付与の日以降、当社又は当

社の関係会社の就業規則に定める減給以上の懲戒処分を受けていないことを要する。 

(3) 新株予約権の一部行使はできない。 

(4) その他の条件については「新株予約権割当契約書」に定めるところによる。 

３ 新株予約権を発行する日(以下、「発行日」という。)以降、当社が当社普通株式の分割又は併合を行う場

合には、付与株式数を次の算式により調整し(１株未満の端数は切捨て)、新株予約権の目的たる株式の総数

は、調整後付与株式数に当該時点で行使又は消却されていない新株予約権の総数を乗じた数とする。 

 調整後付与株式数＝調整前付与株式数×分割・併合の比率 

 調整後 

払込価額 
＝ 

 調整前 

払込価額 
×

既発行株式数 ＋ 
新規発行株式数 × １株当たり払込金額 

時価 

既発行株式数＋新規発行株式数 

  
第２四半期会計期間末現在 
（平成20年９月30日） 

新株予約権の数   個 168

新株予約権のうち自己新株予約権の数 － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数   株（注）１ 504

新株予約権の行使時の払込金額 １株につき156,334円 

新株予約権の行使期間 
自 平成18年４月１日 

至 平成27年６月20日 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額 

発行価格  円 

資本組入額   円 

156,334

78,167

新株予約権の行使の条件 （注）２ 

新株予約権の譲渡に関する事項 
本新株予約権の譲渡については当社取締役会の承認を要

する。 

代用払込みに関する事項  －  

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項  － 
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また、発行日以降、当社が資本の減少、合併又は会社分割を行う場合等、付与株式数の調整を必要とする

やむを得ない事由が生じたときは、資本の減少、合併又は会社分割の条件等を勘案の上、合理的な範囲で付

与株式数を調整し、新株予約権の目的たる株式の総数は、調整後付与株式数に当該時点で行使又は消却され

ていない新株予約権の総数を乗じた数とする。 

４ 各新株予約権の行使に際して払込をなすべき額は、各新株予約権の行使により発行又は移転する株式１株

当たりの払込金額(以下、「払込価額」という。)に付与株式数を乗じた金額とする。 

 払込価額は、発行日の属する月の前月の各日（取引が成立しない日を除く。）における大阪証券取引所ヘ

ラクレス市場の当社普通株式の普通取引の終値（以下、「終値」という。）の平均値の金額とし、１円未満

の端数は、これを切り上げる。ただし、当該価額が発行日の終値（当日に終値がない場合は、それに先立つ

直近日の終値とする。）を下回る場合は、発行日の終値とする。 

なお、発行日以降、以下の事由が生じた場合は、払込価額をそれぞれ調整する。 

(1) 当社が当社普通株式の分割又は併合を行う場合には、次の算式により払込価額を調整し、調整の結果生

じる１円未満の端数は、これを切り上げる。 

(2) 当社が時価を下回る価額で当社普通株式につき、新株式を発行又は自己株式を処分する場合(新株予約

権の行使並びに平成14年４月１日改正前旧商法第280条ノ19の規定に基づく新株引受権の行使の場合を

除く。)は、次の算式により払込価額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は、これを切り上げ

る。 

      なお、上記算式において、「既発行株式数」とは当社の発行済株式総数から当社の保有する自己株式

の総数を控除した数とし、また、自己株式を処分する場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己

株式数」に読み替えるものとする。 

(3) 当社が資本の減少、合併又は会社分割を行う場合等、払込価額の調整を必要とするやむを得ない事由が

生じたときは、資本減少、合併又は会社分割の条件等を勘案の上、合理的な範囲で払込価額を調整する

ものとする。 

  

  

  

  

      調整後払込金額 ＝ 調整前払込価額 × 

  

 1 

分割・併合の比率 

 調整後 

払込金額 
＝

 調整前 

払込金額 
×

既発行株式数 ＋ 
新規発行株式数 × １株当たり払込金額 

時価 

既発行株式数＋新規発行株式数 
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③会社法第236条、第238条及び第239条の規定に基づき発行した新株予約権は次のとおりであります。 

平成19年６月21日定時株主総会決議  

（注） １ 新株予約権の行使の条件 

(1) 新株予約権者は、権利行使時において、当社又は当社の関係会社の役員（監査役を含む）又は使用人

のいずれかの地位にあることを要する。 

(2) 新株予約権者は、権利行使時において、当該権利行使にかかる新株予約権付与の日以降、当社又は当

社の関係会社の就業規則に定める減給以上の懲戒処分を受けていないことを要する。 

(3) 新株予約権の一部行使はできない。 

(4) その他の条件については「新株予約権割当契約書」に定めるところによる。 

２ 新株予約権を発行する日(以下、「発行日」という。)以降、当社が当社普通株式の分割又は併合を行う場

合には、付与株式数を次の算式により調整し(１株未満の端数は切捨て)、新株予約権の目的たる株式の総数

は、調整後付与株式数に当該時点で行使又は消却されていない新株予約権の総数を乗じた数とする。 

調整後付与株式数＝調整前付与株式数×分割・併合の比率 

また、発行日以降、当社が資本の減少、合併又は会社分割を行う場合等、付与株式数の調整を必要とする

やむを得ない事由が生じたときは、資本の減少、合併又は会社分割の条件等を勘案の上、合理的な範囲で付

与株式数を調整し、新株予約権の目的たる株式の総数は、調整後付与株式数に当該時点で行使又は消却され

ていない新株予約権の総数を乗じた数とする。 

３ 各新株予約権の行使に際して払込をなすべき額は、各新株予約権の行使により発行又は移転する株式１株

当たりの払込金額(以下、「払込価額」という。)に付与株式数を乗じた金額とする。 

払込価額は、発行日の属する月の前月の各日（取引が成立しない日を除く。）における大阪証券取引所ヘ

ラクレス市場の当社普通株式の普通取引の終値（以下、「終値」という。）の平均値の金額とし、１円未満

の端数は、これを切り上げる。ただし、当該価額が発行日の終値（当日に終値がない場合は、それに先立つ

直近日の終値とする。）を下回る場合は、発行日の終値とする。 

  なお、発行日以降、以下の事由が生じた場合は、払込価額をそれぞれ調整する。 

  
第２四半期会計期間末現在 
（平成20年９月30日） 

新株予約権の数   個 486

新株予約権のうち自己新株予約権の数 － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数   株 486

新株予約権の行使時の払込金額 １株につき 円 149,650

新株予約権の行使期間 
自 平成22年５月29日 

至 平成29年６月21日 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額 

発行価格  円 

資本組入額   円 

149,650

74,825

新株予約権の行使の条件 （注）１ 

新株予約権の譲渡に関する事項 
本新株予約権の譲渡については当社取締役会の承認を要

する。 

代用払込みに関する事項  －  

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項  － 
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(1) 当社が当社普通株式の分割又は併合を行う場合には、次の算式により払込価額を調整し、調整の結果生

じる１円未満の端数は、これを切り上げる。 

(2) 当社が時価を下回る価額で当社普通株式につき、新株式を発行又は自己株式を処分する場合(新株予約

権の行使並びに平成14年４月１日改正前旧商法第280条ノ19の規定に基づく新株引受権の行使の場合を

除く。)は、次の算式により払込価額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は、これを切り上げ

る。 

    なお、上記の算式において、「既発行株式数」とは、当社の発行済普通株式総数から当社が保有する

普通株式にかかる自己株式数を控除した数とし、また、自己株式の処分を行う場合には、「新規発行株

式数」を「処分する自己株式数」に読み替えるものとする。 

(3) 他の種類株式の普通株主への無償割当て、他の会社の株式の普通株主へ配当を行う場合等、行使価額の

調整を必要とするやむを得ない事由が生じたときは、かかる割当て又は配当等の条件等を勘案の上、合

理的な範囲で行使価額を調整するものとする。 

  

  

  

      調整後払込価額 ＝ 調整前払込価額 × 

  

 1 

分割・併合の比率 

 調整後 

払込価額 
＝

 調整前 

払込価額 
×

既発行株式数 ＋ 
新規発行株式数 × １株当たり払込金額 

時価 

既発行株式数＋新規発行株式数 

（３）【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

  

  

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

   

  

年月日 
発行済株式
総数増減数 
（株） 

発行済株式
総数残高 
（株） 

資本金 
増減額 
(千円) 

資本金 
残高 
(千円) 

資本準備金
増減額 
(千円) 

資本準備金
残高 
(千円) 

  

平成20年７月1日～ 

 平成20年９月30日    

 －  138,528  －  682,454  －  669,089
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（５）【大株主の状況】 

（注） 日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口）、資産管理サービス信託銀行株式会社（証券投資信託口） 

及び日本トラスティー・サービス信託銀行株式会社（信託口）の所有株式数は、全て信託業務に係る株式数で

あります。 

  平成20年９月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％) 

 道具 登志夫 東京都世田谷区  50,235  36.26

  
 日本マスタートラスト信託銀行株

式会社（信託口） 
東京都港区浜松町2丁目11番3号  8,269  5.97

  
ユービーエス エージー ロンドン

アカウント アイピービー セグリ

ゲイテッド クライアント アカウ

ント（常任代理人 シティバンク銀

行株式会社） 

AESCHENVO RST ADT 48 CH-4002 BASEL 

SWITZERLAND 

（東京都品川区東品川2丁目3番14号） 

 2,987  2.16

  
資産管理サービス信託銀行株式会社

（証券投資信託口） 

東京都中央区晴海1丁目8番12号 

晴海アイランドトリトンスクエア 

オフィスタワーZ棟 

 2,104  1.52

  
 日本トラスティ・サービス信託銀

行株式会社（信託口） 
東京都中央区晴海1丁目8番11号  1,864  1.35

  
 大阪証券金融株式会社 

  

大阪府大阪市中央区北浜2丁目4番6号 

  

 1,187

  

 0.86
  
 アールビーシー デクシア イン

ベスター サービス バンク アカ

ウント ルクセンブルグ ノン レ

ジデント ドメスティック レート

（常任代理人 スタンダードチャー

タード銀行） 

14. PORTE DE FRANCE. L-4360 ESCH-SUR-

ALZETTE GRAND DUCHY OF LUXEMBOURG 

（東京都千代田区永田町2丁目11番1号 

 山王パークタワー21階） 

 1,167  0.84

  
 ビー・エヌ・ピー・パリバ・セキ

ュリティーズ（ジャパン）リミテッ

ド（ビーエヌピーパリバ証券会社） 

東京都千代田区丸の内1丁目9番1号 

グラントウキョウノースタワー 
 741  0.53

 道具 勇夫 東京都大田区  720  0.52

 岩崎 明美 千葉県千葉市若葉区  720  0.52

計 －  69,994  50.53
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（６）【議決権の状況】 

  

①【発行済株式】 

                                        平成20年９月30日現在 

（注） 「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管機構名義の株式が９株（議決権の数９個）含まれて

おります。 

  

②【自己株式等】 

                                        平成20年９月30日現在

                                 

  

  

 区分  株式数（株）  議決権の数（個）  内容 

 無議決権株式  －  －  － 

 議決権制限株式（自己株式等）  －  －  － 

 議決権制限株式（その他）  －  －  － 

 完全議決権株式（自己株式等）  －  －  － 

 完全議決権株式（その他）  普通株式  138,528    138,528  － 

 単元未満株式  －  －  － 

 発行済株式総数    138,528  －  － 

 総株主の議決権  －    138,528  － 

所有者の氏名 

又は名称 
所有者の住所 

自己名義所有 

株式数（株） 

他人名義所有 

株式数（株） 

所有株式数の 

合計（株） 

発行済株式総数に 

対する所有株式数 

の割合（％） 

－ － － － － － 

 計 － － － － － 

２【株価の推移】 

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】 

     （注）最高・最低株価は、大阪証券取引所ニッポン・ニュー・マーケット－「ヘラクレス」市場におけるもので

あります。 

  

  

月別 
平成20年 
４月 

５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高（円）  172,000  179,000  155,000  146,000  117,500  106,000

最低（円）  123,000  124,000  127,000  97,200  97,200  79,800

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動は次のとおりであります。 

  

役職の異動 

 新役員    新職名   旧役名    旧職名        氏名   異動年月日 

  取締役 

   ＣＯＯ 

（最高執行責任者） 

 兼 開発部長 

  取締役 

   ＣＴＯ 

（最高技術責任者）

 兼 開発部長 

  高橋 則行  平成20年10月１日
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第５【経理の状況】 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

  

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第２四半期連結会計期間（平成20年７月１日から

平成20年９月30日まで）及び当第２四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年９月30日まで）に係る四半

期連結財務諸表について、三優監査法人による四半期レビューを受けております。 

  

－16－



１【四半期連結財務諸表】 
（１）【四半期連結貸借対照表】 

（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成20年９月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成20年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,244,858 1,214,857

受取手形及び売掛金 551,275 556,187

有価証券 128 －

製品 7,413 3,252

その他 58,715 53,565

流動資産合計 1,862,392 1,827,863

固定資産   

有形固定資産 ※  56,528 ※  53,065

無形固定資産   

のれん 77,253 103,005

ソフトウエア 306,869 259,648

その他 29,321 65,547

無形固定資産合計 413,445 428,201

投資その他の資産 174,020 70,225

固定資産合計 643,994 551,493

資産合計 2,506,386 2,379,356

負債の部   

流動負債   

買掛金 3,221 4,318

短期借入金 － 25,000

未払法人税等 142,664 216,223

賞与引当金 41,652 32,138

その他 163,721 124,407

流動負債合計 351,258 402,087

負債合計 351,258 402,087

純資産の部   

株主資本   

資本金 682,454 681,709

資本剰余金 669,089 668,345

利益剰余金 797,847 627,213

株主資本合計 2,149,392 1,977,268

新株予約権 5,735 －

純資産合計 2,155,127 1,977,268

負債純資産合計 2,506,386 2,379,356
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（２）【四半期連結損益計算書】 
【第２四半期連結累計期間】 

（単位：千円）

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成20年９月30日) 

売上高 917,508

売上原価 198,193

売上総利益 719,314

販売費及び一般管理費 ※  410,032

営業利益 309,281

営業外収益  

受取利息 1,687

雑収入 264

営業外収益合計 1,951

営業外費用  

支払利息 116

株式交付費 383

雑損失 9

営業外費用合計 510

経常利益 310,723

特別損失  

事務所移転費用 382

特別損失合計 382

税金等調整前四半期純利益 310,341

法人税等 139,707

四半期純利益 170,634
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【第２四半期連結会計期間】 

（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間 
(自 平成20年７月１日 
 至 平成20年９月30日) 

売上高 549,470

売上原価 104,989

売上総利益 444,481

販売費及び一般管理費 ※  208,651

営業利益 235,830

営業外収益  

受取利息 1,363

雑収入 93

営業外収益合計 1,457

営業外費用  

株式交付費 0

営業外費用合計 0

経常利益 237,287

特別損失  

事務所移転費用 382

特別損失合計 382

税金等調整前四半期純利益 236,905

法人税等 103,059

四半期純利益 133,846
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 

（単位：千円）

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成20年９月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー  

税金等調整前四半期純利益 310,341

減価償却費 95,808

のれん償却額 25,751

賞与引当金の増減額（△は減少） 9,513

受取利息 △1,687

支払利息 116

株式交付費 383

売上債権の増減額（△は増加） 65,702

たな卸資産の増減額（△は増加） △4,160

仕入債務の増減額（△は減少） △1,097

未払金の増減額（△は減少） △13,189

敷金及び保証金の増減額（△は増加） △2,786

その他の流動資産の増減額（△は増加） △5,422

その他の流動負債の増減額（△は減少） △7,960

その他 2,190

小計 473,502

利息及び配当金の受取額 1,982

法人税等の支払額 △209,387

営業活動によるキャッシュ・フロー 266,098

投資活動によるキャッシュ・フロー  

有形固定資産の取得による支出 △13,346

無形固定資産の取得による支出 △97,219

投資有価証券の取得による支出 △101,509

投資活動によるキャッシュ・フロー △212,074

財務活動によるキャッシュ・フロー  

短期借入金の純増減額（△は減少） △25,000

株式の発行による収入 1,105

財務活動によるキャッシュ・フロー △23,894

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 30,129

現金及び現金同等物の期首残高 814,857

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※  844,987
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】 

  

  

  
当第２四半期連結累計期間 
（自 平成20年４月１日 

至 平成20年９月30日） 

会計処理基準に関する事項

の変更 

重要な資産の評価基準及び評価方法の変更

たな卸資産  

 製品については、従来、総平均法による

原価法によっておりましたが、第１四半期

連結会計期間より「棚卸資産の評価に関す

る会計基準」（企業会計基準第９号 平成

18年７月５日）が適用されたことに伴い、

総平均法による原価法（貸借対照表価額に

ついては収益性の低下に基づく簿価切り下

げの方法）により算定しております。 

 これにより、損益に与える影響はありま

せん。  

【簡便な会計処理】 

  

  
当第２四半期連結累計期間 
（自 平成20年４月１日 

至 平成20年９月30日） 

１.棚卸資産の評価方法  当第２四半期連結会計期間末の棚卸高の

算定に関しては、実地棚卸を省略し、前連

結会計年度末の実地棚卸高を基礎として合

理的な方法により算定する方法によってお

ります。 

 また、棚卸資産の簿価切下げに関して

は、収益性の低下が明らかなものについて

のみ正味売却価額を見積もり、簿価切下げ

を行う方法によっております。 

２.固定資産の減価償却費の

算定方法 

 定率法を採用している資産については、

連結会計年度に係る減価償却費の額を期間

按分して算定する方法によっております。

３.繰延税金資産及び繰延税

金負債の算定方法 

 繰延税金資産の回収可能性の判断に関し

ては、前連結会計年度末以降に経営環境

等、かつ、一時差異等の発生状況に著しい

変化がないと認められるので、前連結会計

年度において使用した将来の業績予想やタ

ックス・プランニングを利用する方法によ

っております。  
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【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】 

  

  

  
当第２四半期連結累計期間 
（自 平成20年４月１日 

至 平成20年９月30日） 

税金費用の計算  税金費用については、当第２四半期連結

会計期間を含む連結会計年度の税引前当期

純利益に対する税効果会計適用後の実効税

率を合理的に見積り、税引前四半期純利益

に当該見積実効税率を乗じて計算しており

ます。 

 なお、法人税等調整額は、法人税等に含

めて表示しております。  

【注記事項】 

（四半期連結貸借対照表関係） 

  

  

当第２四半期連結会計期間末 
（平成20年９月30日） 

前連結会計年度末 
（平成20年３月31日） 

※有形固定資産の減価償却累計額は、79,322千円であり

ます。  

※有形固定資産の減価償却累計額は、69,765千円であり

ます。 

（四半期連結損益計算書関係） 

  

  

当第２四半期連結累計期間 
（自 平成20年４月１日 

至 平成20年９月30日） 

 ※販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。 

給与手当  千円106,320

賞与引当金繰入額  千円22,716

当第２四半期連結会計期間 
（自 平成20年７月１日 

至 平成20年９月30日） 

 ※販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。 

給与手当  千円52,242

賞与引当金繰入額  千円11,123
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（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

  

当第２四半期連結累計期間 
（自 平成20年４月１日 

至 平成20年９月30日） 

 ※現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係 

（平成20年９月30日現在）

（千円）

  

現金及び預金勘定 1,244,858

預入期間が３か月を超える定期預金 △400,000

有価証券  128

現金及び現金同等物 844,987

（株主資本等関係） 

  当第２四半期連結会計期間末（平成20年９月30日）及び当第２四半期連結累計期間（自 平成20年４月１日 至

平成20年９月30日）  

１．発行済株式の種類及び総数 

  

２．自己株式の種類及び株式数 

 該当事項はありません。 

  

３．新株予約権等に関する事項  

 ストック・オプションとしての新株予約権 

  新株予約権の当第２四半期連結会計期間末残高    親会社 千円 

  

４．配当に関する事項 

 該当事項はありません。  

  

５．株主資本の著しい変動に関する事項 

 該当事項はありません。 

  

 株式の種類 
 当第２四半期 

連結会計期間末 

 普通株式（株）  138,528

5,735
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（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

当第２四半期連結会計期間（自平成20年７月１日 至平成20年９月30日）及び当第２四半期連結累計期間（自平

成20年４月１日 至平成20年９月30日） 

 セキュリティ事業のみの単一セグメントに従事しており、当該事業以外に事業の種類がないため、該当事項は

ありません。 

  

【所在地別セグメント情報】 

当第２四半期連結会計期間（自平成20年７月１日 至平成20年９月30日）及び当第２四半期連結累計期間（自平

成20年４月１日 至平成20年９月30日） 

 本邦以外の国または地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため、該当事項はありません。 

  

【海外売上高】 

当第２四半期連結会計期間（自平成20年７月１日 至平成20年９月30日）及び当第２四半期連結累計期間（自平

成20年４月１日 至平成20年９月30日） 

 海外売上高がないため、該当事項はありません。 

  

  

（有価証券関係） 

 当第２四半期連結会計期間末（平成20年９月30日現在） 

  満期保有目的の債券で時価のあるものが、事業の運営において重要なものとなっており、かつ、前連結会計年

度の末日に比べて著しい変動が認められます。 

  

 満期保有目的の債券で時価のあるもの 

  

  

  
四半期連結貸借対照表 

計上額（千円） 
    時価（千円）     差額（千円） 

 社債  101,369  101,502    133

（デリバティブ取引関係） 

 当第２四半期連結会計期間末（平成20年９月30日） 

  デリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。  
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（ストック・オプション等関係） 

当第２四半期連結会計期間（自 平成20年７月１日 至 平成20年９月30日） 

ストック・オプションに係る当第２四半期連結会計期間における費用計上額及び科目名 

  

  売上原価（株式報酬費用）        千円 

  販売費及び一般管理費（株式報酬費用）  千円 

  

1,364

2,937

（企業結合等関係） 

  当第２四半期連結会計期間（自 平成20年７月１日 至 平成20年９月30日） 

     該当事項はありません。 
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（１株当たり情報） 

１．１株当たり純資産額 

  

２．１株当たり四半期純利益金額等 

 （注） １株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとお

りであります。 

  

  

当第２四半期連結会計期間末 
（平成20年９月30日） 

前連結会計年度末 
（平成20年３月31日） 

１株当たり純資産額 15,515.94円 １株当たり純資産額 14,280.33円 

当第２四半期連結累計期間 
（自 平成20年４月１日 

至 平成20年９月30日） 

当第２四半期連結会計期間 
（自 平成20年７月１日 

至 平成20年９月30日） 

１株当たり四半期純利益金額 1,231.83円

潜在株式調整後１株当たり四半期

純利益金額 
1,211.61円

１株当たり四半期純利益金額 966.20円

潜在株式調整後１株当たり四半期

純利益金額 
951.01円

  
当第２四半期連結累計期間 
（自 平成20年４月１日 

至 平成20年９月30日） 

当第２四半期連結会計期間 
（自 平成20年７月１日 

至 平成20年９月30日） 

１株当たり四半期純利益金額     

四半期純利益（千円）  170,634  133,846

普通株主に帰属しない金額（千円）  －  －

普通株式に係る四半期純利益（千円）  170,634  133,846

期中平均株式数（株）  138,521  138,528

             

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額     

四半期純利益調整額（千円）  －  －

普通株式増加数（株）  2,312  2,213

  

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前連結会計年度末から重要な変動があったも

のの概要 

 新株予約権 

平成17年６月20日決議 

潜在株式の数 株 

平成19年６月21日決議 

潜在株式の数 株 

504

486

 新株予約権 

平成17年６月20日決議 

潜在株式の数 株 

平成19年６月21日決議 

潜在株式の数 株 

504

486

（重要な後発事象） 

 該当事項はありません。 

  

  

（リース取引関係） 

 当第２四半期連結累計期間（自 平成20年４月１日 至 平成20年９月30日） 

  該当事項はありません。 

  

  

２【その他】 

 該当事項はありません。  
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】 
 該当事項はありません。 
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独立監査人の四半期レビュー報告書 
  

平成20年11月12日

デジタルアーツ株式会社 

取締役会 御中 

三優監査法人 

  
代表社員 
業務執行社員 

  公認会計士  久保 幸年 

  業務執行社員   公認会計士  瀬尾 佳之 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているデジタルアーツ

株式会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成20年７月１日か

ら平成20年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年９月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書につい

て四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四

半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析

的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、デジタルアーツ株式会社及び連結子会社の平成20年９月30日現在の財

政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半期連結累

計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなか

った。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。 

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 
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